
太宰府市下水道事業会計補正予算書

（第１号）

福 岡 県 太 宰 府 市

令 和 元 年 度

日月議決月日





第１条 　令和元年度太宰府市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条
　定額を次のとおり補正する。

（ 科        目 ）

第１款 千円 千円 千円

　第１項 千円 千円 千円

　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（ 科        目 ）

（１） 千円 千円 千円

令和元年１２月１７日　提出

太宰府市長　楠田　大蔵

第３条

（ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ） （ 計 ）

職員給与費 93,936 6,788 100,724

　令和元年度太宰府市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予

営業費用 1,236,894 6,788 1,243,682

下水道事業費用 1,428,384 6,788

（ 計 ）

1,435,172

（ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ）

支 出

令和元年度太宰府市下水道事業会計補正予算（第１号）
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４ 8

- 2 -



（単位：千円）

4 一般職員給増

職員手当等増

共済組合負担金等増

退職手当組合負担金増

法定福利費

賞与引当金

繰 入 額

引 当 金

繰 入 額

136

505

負 担 金 538

2,991

手 当 2,130

488

総 係 費 60,373 6,788 67,161 給 料

費 用

法定福利費

令和元年度太宰府市下水道事業会計補正予算（第１号）
実  施  計  画  兼  事  項  別  明  細  書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

目款 項
備 考

節 金 額 説 明予 定 額

補 正

予 定 額

既 決

（ 支 出 ）

1,435,172

計

1,428,384(1) 下 水 道

事業費用

1 営 業 1,236,894 6,788 1,243,682

6,788
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（単位：千円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金預金の増減額

平成３０年度貸借対照表の残高

令和元年度予定貸借対照表の残高

△ 275,849

△ 591

133,952

令和元年度太宰府市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

１

521,809

708,130

2,010

△ 3,024

△ 54,308

1,032,129

591

２

△ 367,922

△ 668,141

49,748

３

243,300

△ 424,841

239,282

687,438

926,720

83,529

△ 234,645

△ 133,952

898,768
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給　与　費　明　細　書

１　総　括 （単位：人・千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

 職員の変動等に伴う増

9530 2,618827

11,62510

29,8167,59310,67210

187120

計勤勉手当期末手当特殊勤務手当

5,5009008767142,621930補 正 前

補 正 後

区 分 時間外勤務手当通勤手当住居手当管理職手当地域手当扶養手当

手 当 2,618

 制度改正に伴う増減分

 その他の増減分 2,618

 その他 838

 期末手当 953

 勤勉手当 827

 昇給に伴う増減分給 料 2,991

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分 2,991

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

02073240

比 較

補 正 前

補 正 後

区 分

手
当
の
内
訳

32,4348,420

5,5001,1071,2007142,8081,050

比 較

5,609 641 538 6,788

0 0 0 0 0

2,618

37,928 7,688 4,016

6,788

資本勘定支弁職員 0 0

71,846 14,524 7,566 93,936

2,618 5,609 641 538

22,311 15,617

比

較

損益勘定支弁職員 1 2,991

合　　　　計 1 2,991

15,165 8,104 100,724

補

正

前

損益勘定支弁職員 5 19,719 14,199

49,632

合　　　　計 11 42,030 29,816

33,918 6,836 3,550 44,304

資本勘定支弁職員 6

7,477 4,088 51,092

資本勘定支弁職員 6 22,311 15,617 37,928 7,688 4,016 49,632

補

正

後

損益勘定支弁職員 6 22,710 16,817 39,527

区 分

職 員 数 給 与 費

合　　　　計 12 45,021 32,434 77,455

法　定
福利費

負担金 合　計

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計
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３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

（歳）

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

（歳）

　(2)　初　任　給 （単位：円）

　(3)　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

２　級 １　級

行　政　職　（一） 部 長 課 長 参事補佐
係 長
主任主査

事務主査
技術主査
主任主事
主任技師

主 事
技 師

主 事 補
技 師 補

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級

30.0 ３　級

計 10 100.0 計

１　級 0.0 １　級

２　級 1 10.0 ２　級

平成31年1月1日

    現在

４　級 2 20.0 ４　級

６　級 1 10.0

３　級 3

７　級 0.0

５　級 3 30.0 ５　級

33.3 ３　級

計 12 100.0 計

１　級 0.0 １　級

２　級 2 16.7 ２　級

令和元年10月1日

　 現在

４　級 2 16.7 ４　級

６　級 1 8.3

３　級 4

７　級 0.0

５　級 3 25.0 ５　級

区 分
行　政　職　（一） 行　政　職　（二）

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

大 学 卒 188,700 188,700

平成31年1月1日現在

326,810

372,052

行　政　職　（二）

高 校 卒 154,900 154,900

平 均 年 齢 43.20

区 分 行　政　職　（一） 行　政　職　（二）
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職　（一）

区 分 行　　政　　職　　（一） 行　　政　　職　　（二）

令和元年10月1日現在

310,342

359,242

平 均 年 齢 40.92
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　(4)　期末手当・勤勉手当

　(5)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(6)　地域手当

　(7)　特殊勤務手当

徴収事務従事手当

　(8)　その他の手当

（注）この事業は、管理者を置かないこととしている。

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
0.000 0.000

（令和元年9月30日現在）

行政職（二） 備考

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.000 0.000

国の指定基準に基づく支給率 （％） 6

区 分 全職種 行政職（一）

支 給 対 象 地 域 太 宰 府 市

支 給 率 （％） 6

支 給 対 象 職 員 数 （人） 12

一般会計の制度 同上 同上 同上 同上 同　上

支 給 率 等 24.58688 33.27075 47.709 47.709 制度あり

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

その他の
区 分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

補 正 前 2.225 2.225 4.45 同　　上

一 般 会 計 の 制 度 2.225 2.275 4.50 同　　上

4･5級 10%

3級 5%

15%
補 正 後 2.225 2.275 4.50

6･7級

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の級

等による加算措置6月（月分） 12月（月分） （月分）
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（単位：千円）

１ 営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他営業収益

２ 営業費用

管きょ費

流域下水道維持管理費

業務費

総係費

減価償却費

営業損失

３ 営業外収益

受取利息及び配当金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

４ 営業外費用

支払利息

雑支出

経常利益

５ 特別利益

過年度損益修正益

その他特別利益

６ 特別損失

過年度損益修正損

その他特別損失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

(2) 222 495 95,093

603,170

81,361

521,809

(1) 273

(1) 42

(2) 95,546 95,588

426,716

(1) 133,952

(2) 10,805 144,757 429,789

(3) 275,849

(4) 281 574,546

(1) 591

(2) 297,825

3,073

(5) 708,130 1,205,470

(3) 21,696

(4) 66,534

(1) 24,350

(2) 384,760

(2) 103,424

(3) 873 1,202,397

令和元年度太宰府市下水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

(1) 1,098,100
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（単位：千円）

１ 固定資産

有形固定資産

イ 土地

ロ 構築物

 減価償却累計額

ハ 機械及び装置

 減価償却累計額

ニ 車両運搬具

 減価償却累計額

ホ 工具器具及び備品

 減価償却累計額

ヘ 建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ 地上権

ロ 施設利用権

ハ 電話加入権

ニ その他無形固定資産

無形固定資産合計

投資

イ 有価証券

ロ 出資金

投資合計

固定資産合計

２ 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

1,121,319

22,568,533

(2) 220,754

△ 26,155 194,599

(1) 926,720

101,990

21,447,214

(3)

100,000

1,990

3,890

1,483,387

1,478,916

73

(2)

508

99,196

19,861,837

918

△ 872 46

1,760

△ 1,626 134

117,089

△ 48,560 68,529

19,435,533

(1)

258,399

△ 15,522,810

令和元年度太宰府市下水道事業予定貸借対照表

（　令和２年３月３１日現在　）

資 産 の 部

34,958,343
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３ 固定負債

企業債

固定負債合計

４ 流動負債

企業債

未払金

引当金

イ 賞与引当金

ロ 法定福利費引当金

引当金合計

預り金

流動負債合計

５ 繰延収益

長期前受金

収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

６ 資本金

７ 剰余金

資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 国庫補助金

ハ 県費補助金

ニ 他会計負担金

ホ 負担金

ヘ 他会計補助金

資本剰余金合計

利益剰余金

イ 減債積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

7,705,264

22,568,533

747,021

976,395

143,851

603,170

229,374

(2)

3,431

12,776

34

45,260

108,531

59,342

(1)

6,728,869

14,863,269

資 本 の 部

△ 5,665,063 8,225,129

8,225,129

(1) 13,890,192

(4) 1,961

980,443

1,249

7,825

(3)

6,576

(1) 747,746

(2) 222,911

5,657,697

負 債 の 部

(1) 5,657,697
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